
CSW

CSW
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CSW

CSW

CSW 3～4人体制

4～5人体制

基幹的な支所のみ配置、乳幼児
対応を要する際の現場対応メイン

市民部局職員。
令和２年度より
福祉部局経験者
を１名増員

社協は、平成27年度から生活困窮の窓口、生活支援
コーディネーターを受託
※別途、地域包括、相談支援事業、成年後見も受託

高齢・障害の措置権あり。
一層の協議体の運営を行っている。

　資料１　

尼崎市
の体制

地域振興C
　6カ所

【地域課】
小学校区
に地域担当
職員41人
を配置

【社協支部】
 　5名
 (専門員2名
 含む)

【南北HC】
　2カ所

生活困窮
成年後見C
生活保護
障害
地域保健

【本庁】
基幹包括
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【多機関協働の課題】
・福祉総合相談課では、支援拒否事例や複合的な課題の
　ある世帯支援のために、各分野の相談支援機関に協力
　要請するものの、各支援機関の協力を得ることができ
　ず、結果として対応困難事例が積み重なっている。
・特に、部の異なる子ども部からは虐待対応以外の協力
　はしないと言われており、多機関協働の中核的機関と
　しての機能は十分に発揮できていない。
　➡次年度に、連携意識を醸成するために、関係10課長
　（高齢、障害、困窮、保育、社協等で構成）の定例会
　　を設置する予定。
【地域づくり支援について】
・従来から社協CSWは支所単位ではなく2層（中学校区）、
　3層（小学校区又は自治区）で住民の声を受けて随時、
　協議体を開催し、地域福祉活動の推進等の地域づくり
　を進めているが、効果的なサービス開拓の検討が必要。
　地域振興部は関与していない。

【福祉の相談窓口】
令和2年度に入ってからは、コロナによる経済不安の相談が
多く、自立相談支援窓口を受託する市社協職員が直接対応
することが多かっため、福祉の相談窓口（地域振興部）が
対応する相談件数は少なく、現時点では新体制での効果は
把握できていない。

（今後）


